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小稿では,戦 間期 に一定の量的拡大が見 られる商業会議所,商 工会等の商工団体が,地 域商
工業の発展や地域社会に対 し,ど のような役割 を果た していたのかを解明することを課題 とす
る。 これについては優れて今 日的な2つ の問題意識がある。第1は 地域の商業集積に対する商
工団体の関わ り方についてである。近年,地 域 に関わる流通政策面では,大 規模小売店舗法の
廃止,大 規模小売店舗立地法,新 都市計画法,中 心市街地活性化法の制定に示 されたように,
大規模小売資本 と地元の小規模小売企業間の利害調整を排 し,「まちづ くり」の中で商業集積の
課題に取 り組むという大転換がおこなわれ ようとしている。現実にいかなるプロセスを経 て実
行に移すのか,あ るいは経済的規制抜きで 「まちづ くり」が可能か どうかという大問題がある
にせ よ,こ の転換 には地域の商業集積 を市場の論理に委ねるのではなく都市計画により造 り上
げるという進歩的要素がある。その場合,地 域を事業基盤であると同時に生活基盤 とする多数
の中小商工業者か ら構成 される商工会議所あるいは商工会=商 工団体が,「 まちづ くり」の推進
機関のひ とつとして貢献 しうるのではないか。その可能性を探 る手がか りとして,地 域商工団
体がその地歩 を築いた戦間期に湖 って,地 域社会における位置づけを解明したい。
第2は 地域の産業集積=地 場産業に対する商工団体の関わ り方についてである。今 日の地場
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産業は多 くの場合中小企業を担い手 として産地や商業集積 を形成 しているが,在 来産業の域を
脱 して中小工業の実態が形成されたのは1920年 代であ り,反 動恐慌,震 災恐慌,金 融恐慌,昭
(1)和恐慌
と続 く経済的困難 に,地 域商工団体が どのような対策 を講 じたのか検討しておきたい。
統計的 に概観 した場合,第1次 大戦期 に該当する1914～1919年 の間に,日 本の『工場統計表』
における生産価額総計は約5倍 に激増 している。なかで も金属 ・機械器具生産価額 は6.9倍 とな
ってお り,重 工業の急成長ぶ りが窺える。 しか し産業部門間の比率では20年代 に入っても総生
産価額の2割 に到達 しない。1910,20年 代では紡織部門(紡 績,製 糸,織 物)の 生産価額がや
はり50%近 くを占め続けてお り,在 来産業 として地域で成長 してきた織物業や製糸業が着実に




ってお り,中 小工業 としての成長の基礎を築 いてきているといよう。 したがって,こ のような
成長力を地域経済のなかで確保 しえた要因 を,地 域の商工団体の機能に着目して検討 したい。
1.新 たな経済団体の結成 と商業会議所の変貌
戦間期における商業会議所の商工団体 としての機能 を把握するためには,根 拠法か ら組織 と
しての目的を確認 した上で,そ の構成員の階層性,実 際の組織状況や活動等を検討する必要が
あるだろう。商業会議所設立は,1877年 頃,条 約改正 を進める上で商工業者の意見を集約 しう
一る機関がない ことが交渉上不利 となったことを契機に,1878年 渋沢や五代等の実業家有志によ
(3)
り東京,大 阪に商法会議所が設立 されたことに端を発 している。1890年 に商業会議所条例が制
定され商業会議所 は初めて公法上の団体 となった。その後全国各地に商業会議所が設立 され,
商工業者の利益擁護のため建議や請願運動 を展開したが,1902年 には商業会議所法が改めて制
定され,同 法が戦問期商業会議所の根拠法 となった。同法によると設立地区は市域を基本 とし,
「事務権限」として1.商 工業 の発達を図るに必要な方案の調査,2.商 工業に関する法規の制定・
改廃 ・施行 に関する意見の開申及び商工業の利害に関する意見の表示,3。 商工業に関す る行政
(1)こ こでは中村隆英氏のいう狭義の在来産業,す なわち 「農林水産業を除いた,近 世以来の伝統
的な商品の生産流通ないしサービスの提供に携わる産業であって,主 として家族労働,と きには
少数の雇用労働に依存する小経営によってなりたっている産業」(『明治大正期の経済』東大出版
1985177頁)の 意味で 「在来産業」を使用している。ただし,阿 部武司氏が指摘しているよう
に,地 域における産業集積の特に生産分野では,第1次 大戦期の急成長と20年代の不況を経て多
くの在来産業がある程度の経営規模の拡大を実現し中小工業へと転換していっ.たと考える(経 営





(3)商 業会議所連合会 『日本商業会議所之過去及現在』1924年2頁 。
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庁の諮問への答申,4.商 工業の状況及び統計の調査 ・発表,5.商 工業者から委嘱された商工業
の調査又は商品の産地価格等の証明,6.官 庁の命 による商工業に関する鑑定人又は参考人の推
薦,7.商 工業 に関する紛議の仲裁,8.農 商務大臣が認可する商工業 に関す る営造物の設立,管
理,そ の他商工業発達のための必要施設実施(第7条)を 定めていた。 したがって,比 較的商
工業の集積度の高い地域でなければ設立できないこと,設 立や役員選定,定 款変更などには農
商務大臣の認可が必要であり国家 による規制がかなり強いが(3～5,28,35条),商 工業 に関
する調査の実施 ・統計作成 といった実態把握のための基礎作業をおこなうのみならず,行 政機
関に対 しては諮問事項への答申,地 域を代表 して商工業の利害に関する意見表明,紛 争仲裁,
商工業発達のための諸施策実施 と,き わめて多様 な仕事 を引き受 けていたといえる。
(4)
商業会議所議員選挙有権者は地区内に営業所か事業所 を有し所定の営業税又は鉱業税を納め
ている個人,又 は所定の取引所税額,資 本額,出 資額を満たす法人中の社員,取 締役,理 事長,
支配人等で所定の所得税 を納めている者 とされていた(第9条)。 所定税額は農商務省令で規定
されたが,何 度か修正 されている。1902年6月 農商務省令第16号 では,営 業税 は東京で45円 以
上,大 阪 ・横浜で30円 以上,京 都 ・神戸 ・名古屋で20円 以上,そ の他の地域では10円 以上 とさ
れていた。ただ し同年12月 農商務省令23号 で,地 域事情により定款 に定めた制限額の設定が容
認 されたので,例 えば川越などでは7円 以上であった。 しか し1906年12月 農商務省令第34号 で
所定税額が一挙に2.5倍 に引き上げられ,例 えば東京で100円 以上,そ の他の地域で25円 以上 と
なった。さらに1916年6月 農商務省令第13号 で東京 ・大阪は不変であったが京都 ・横浜・神戸 ・
名古屋 とその他の地域ではそれぞれ40円,20円 以上に引き下げられた。さら・に1927年 には新た
に商工会議所法が制定され,営 業税に代わ り営業収益税納税額が選挙有権者の指標に用いられ
た。それによると東京 ・大阪で50円 以上,京 都ほか3市 で30円 以上,そ の他の地域で15円 以上
へ と大幅に引き下げられた。さらに同法では商工会議所設置地域内の重要商工業代表者を納税
額 と関わりな く議員定数の5分 の1ま で含めることとしていた(第13条)。 また,商 業会議所法
では法人の重役にも選挙権が与 えられていたが,商 工会議所法では法人の代表者のみに限定さ
れ(第14条),個 人営業者の有権者比率が相対的に高められた。 こうしてみると1916年 以降所定
税率が引き下げられ,よ り下層の商工業者を包摂する商工団体になっていった こと,こ とに商
工会議所法下では地場産業の担い手,地 元の小規模商工業者の割合が高 まっていった ことが窺
える。なお,法 人からの選挙有権者 を規定する所定の資本額 ・出資額は,1902年 東京で50万 円
(4)1896年 法律第33号 により府県税か ら国税 に取 り込 まれた。同法では,例 えば物品販売業に対 し
ては売上金額,建 物賃貸価格,従 業者数が,金 融業 や製造業に対 しては,資 本金額,建 物賃貸価
格,従 業者数が課税標準 とされていた。租税中に占める割合は1900～1920年 代で4～9%と 所得税
や酒税,地 租等に比べれば大 きくないが,中 小 の商工業者に とっては大 きな負担であった。 した
がって,同 法制定当初 より商業会議所等による反対運動が展開 され,日 露戦期非常特別税法の施
行により税率が引き上 げられ るものの,1910,1914年 には税率 は引き下 げられ,1923年 には査定
をめぐり大 きな対立要因 となっていた建物賃貸価格が課税標準 より除外 された。最終的には,1926
年営業収益税の制定により廃止 された。
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以上,大 阪で40万 円以上,横 浜で30万 円以上,京 都 ・神戸 ・名古屋で20万 円以上,そ の他の地
域で10万 円以上であ り,所 得税額は東京で30円 以上,大 阪 ・横浜で20円 以上,京 都 ・神戸 ・名
古屋で15円 以上,そ の他で10円 以上 とされていた。その後の省令改正で資本額 ・出資額はさほ
ど変更 されなかったが,所 得税額は1906年 に東京で70円以上,大 阪で45円 以上,横 浜で45円 以
上,京 都 ほか2市 で35円 以上,そ の他め地域で20円 以上へ と大幅に引き上げられ,そ の後は若
干の変更があるのみであった。このように選挙有権者が大都市ほど高収益者 ・高所得者 とされ
たのは,そ れぞれの地域の上層に位置する商工業者により商業会議所が構成 されることを意図
していたからに他な らない。1902年 時点で営業税,所 得税の下限が10円 とされているが,こ の
額 は当時の衆議院議員選挙資格制限 と同額であった。それにしても東京,大 阪,横 浜,京 都,
神戸,名 古屋 における選挙有権者 の資格 は全国各地(=「 その他」の地域)と かなりの差があ
り,同 じ商業会議所,商 工会議所 といえども大都市部 の会議所構成員はとりわけ上層の商工業
者であったといえよう。





れてきた。個別の商業会議所自体 は地域的組織であるが,1892年 に第1回 商業会議所連合会を
開催 して以来,毎 年連合会が開催 されてきた。当初正式参加 を拒否 していた東京商業会議所 も
1894年 より加わ り,全 国か ら7割 以上の商業会議所が恒常的 に参加 している。法制化された組
織ではなかったが,広 範 な商工業者に関わ りのある全国的課題,例 えば綿花輸入税 ・綿糸輸 出
税の撤廃(1892年),営 業税改正(1897年),地 租増徴,鉄 道国有化(1898年),日 露戦後経営策
(1905年),織 物消費税等の全廃 ・所得税 ・営業税等の改正(1906年)等 の陳情や建議をおこな
っている。全国主要商工業都市の商工業者 を網羅 し,商 工業者の利益に沿った政策や税制 を対
政府要求 として活動 した点で,こ の時期における商業会議所は確かに 「ブルジョアジーの代表
的結集体」であった。なお,個 別商業会議所 とはいえ大資本の代表が支配的であった東京商業
会議所が同様に全国的課題 に関する建議をお こなった り,連 合会 における議論 を方向づ ける上
で重要な役割を果たしていたが,商 業会議所連合会 とは基本的には一体 として要求活動 を展開
(7}
していた といえよう。
(5)竹 内壮一 「独 占ブルジ ョアジー」(石 井・海野 ・中村編 『近代 日本経済史を学ぶ』下 有斐閣1977
所収)30頁 。
(6)江 口圭一 『都市小ブルジ ョア運動史の研究』 未来社197629頁 。
(7)竹 内氏は,設 立期の東京商業機会議所について 「中小ブル ジョアジーを包含 しつつも,全 体 と
しては大ブル ジョアジーの利害 をも代表 してお り,地方都市の商業会議所 とは質を異にしていた」
(前掲書30頁)と 指摘 している。また浅井良夫氏 も 「商業会議所の運動 は東京商業会議所によ
って代表 されていた と言って も過言で はない」 としつつ,東 京商業会議所が商業会議所連合会の
法制化 に反対 していた理由として,同 会 の中心勢力が財閥ブルジョアジーであ り,「地方商業会議
所が自らの運動の足手 まといになることを懸念 したか らであろう」としていた(大 石・宮本編 『日
本資本主義発達史 の基礎知識」 有斐閣1975147頁)。
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ところが 日露戦後経営をめぐり,特 に営業税廃止 をめ ぐって政府 との対立が激化するにつれ,
〔8}
商業会議所に結集した大資本 と中小商工業者 とでは対立面が強 まり,大 資本は別組織 を結成 し
独自の利害に基づ く活動を展開 してゆくことになる。1917年 には1910年 代 に持株会社を頂点 と
したコンツェルンを形成 した三井,三 菱等の財閥や京浜地域の大工業資本家により日本工業倶
(9)
楽部が結成され,さ らに1922年 には 「関西を含む全国の工業 ・銀行 ・商業資本家が結集」 した
α①.日本経済連盟会が結成された
。竹内氏の整理 に従うと,前 者は第1次 大戦 によりコンツェル ン
化 しつつあった財閥資本が,重 化学工業への進出のために政府の産業 ・経済政策に対 し発言す
る資本家団体が必要になったこと,1917年 を画期 として;昂揚 してきた労働運動や工場法施行へ
の対処 を設立要因とし,製 鉄業の保護 ・奨励,税 制問題,貿 易政策,労 働組合法案成立阻止等
で精力的に活動 した。後者 は,国 際商業会議所加盟 と政府の産業 ・経済政策 に対する発言力強
化のため,工 業倶楽部そのもののみならず東京銀行集会所,鉱 山懇話会,大 日本紡績連合会,
日本貿易協会等の有力な業種別資本家団体を団体会員 とした産業横断的組織 となっている。産
業 ・経済政策への発言力 という点では,第1次 大戦以降政府内に各種 の調査会や審議会が設置
され,そ の委員を経済連盟会の主要役員が占めることにより官僚層との合意形成の場が確保 さ
れたほか,経 済連盟会内での各種委員会で 「独占ブルジョアジー内部での意見調整や官僚 を招
待しての意見調整が絶 えず行われていた」。さらに経済連盟幹部の多 くが貴族院議員であり,独
占的資本家層の意図を政策に反映させ る強固な体制が敷かれていたといえよう。
か くて,日 本工業倶楽部や 日本経済連盟会結成以降,財 閥や大資本家層の利害は明確にこれ
らの組織により調整 され推進されるようになり,商 業会議所 は選挙有権者が より下層に広がる
につれて,ま すます中小商工業者の利害 を重視 した活動を展開するようになるのである。
2.埼 玉県における商工団体の形成状況
1)同業組合の発展
商工団体 は大 きく分けると同業者組織 と産業横断的組織 とに区分 しうるが,前 者の典型的組
織 として同業組合が存在 していた。なかでも重要物産同業組合法(1900年 公布法律35号)に 基
づいて結成 された重要物産同業組合は,蚕 糸業,織 物業,製 陶業等,政 府が指定する重要輸出
品,重 要物産に該当する産業分野において,在 来産業の輸 出産業化に向け全国で結成されてい
た。この組合の目的は,「組合員協同一致シテ営業上ノ弊害 ヲ矯正 シ其ノ利益 ヲ増進」(第2条)
することにあり,組 合設置地域の同業者全員 に加盟 を強制するいっぽうで商品の規格統一や品
(8)竹 内氏 は 「廃税 を強 く要求する中小 ブル ジョアジー と国家財政 に癒着 した独占ブルジョアジー
・との間の対立」(前 掲書31頁)が 深 まり,独 占ブルジ ョアジー と廃税運動 に取 り組む商業会議所 と
の間に乖離が生 じた としている。浅井氏 も 「商業会議所の主導権 は財閥ブルジョアジーから中小
ブルジョアジー ・非特権ブルジョアジーに次第 に移行」(前 掲書147頁)し たとしている。
(9)石 井寛治 『日本経済史 第2版 』東大出版1991290頁 。
qo)竹 内 前掲書31～43頁 。
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質検査 を実施 していた。在来産業分野では小規模経営による生産が一般的で,市 場に直結 しだ
商人が組織化の推進者となる場合が多 く,た いていの場合,商 ・工一体型の組織であった。組
αD
合数は第1次 大戦期 に1000を 超 えてお り,埼 玉県内で も表1に 見 られるように20を超 える組合
ω
が存在 していた。埼玉県が戦前においては全国有数の織物産地であった ことを反映 して,蚕 糸
表1埼 玉県内重要物産同業組合の推移
1915 1916 1917 1918 1920 1921 1925 1928 1931
蚕種 ・蚕糸 8(1)8(1) 8(1)2 3 4 5 5 5
織物 8 8 9 9 10(1)10(1)11(1)11(1)9(1)
材木 1 1 1 1 1 1 2 2 1
製紙 1 1 1 1 1 1 1 1 1
鋳物 1 1 1 1 1 1 1 1 1
真田 1 1 1 1 1 1 1 1
木炭 1 1 1 1 1 1 2 2
足袋類 1 1 1 1 2 2 1 1 1
箪笥 2 2
その他 1 1 1 2 4 4 6 5 6
合 計 22(1)23(1)24(1)19 24(1)25(1)29(1)31(1)28(1)
・()内 は連合 会数 で外 数。
・各年 『重要物産 同業組合一覧」 の数値 を使用。
業や織物業の分野で多 くの組合が存在 している。県南部では大消費地東京 に隣接 していた こと
もあって綿織物業が盛んであったが,西 部地域 は養蚕地帯であったため蚕糸業や絹織物業が盛
んであった。したがって織物同業組合 も絹綿両方があった。また,和 紙づ くりや足袋製造 も盛
んで あったので,そ れらの同業組合 も表中に含まれていた。1921年 段階で,組 合員数は約2万
2000名 に達 していた。また1919年4月 には,埼 玉県織物同業組合連合会の設立が認可されてい
る。この設立 には県下の9織 物同業組合すべてが参画 してお り,「連合組合相互ノ気脈 ヲ通 シー
G3)
致協同シテ営業上ノ弊害 ヲ矯正シ織物 ノ改良発達 ヲ図」(連 合会規程第5条)る ことを目的と
して,研 究調査,製 品検査,内 外販路に関 し視察員派遣,官 庁への建議,博 覧会 ・共進会等へ
の出品事務(第6条),会 員内外で生 じた取引上の紛議の仲裁 ・調停(第52条)等 をお こなう機




うで,「 印度 に輸出したメ リヤスのシャツの釦が糊付 けにしてあつた と云つて大問題」になると
いった粗製濫造問題 も生 じてお り,こ のような事態に対応 した組織化 と思われ る。しか し,・直
⑳ 拙稿 「同業者組織化政策 の展開過程」(r明 治大学大学院紀要』第18号 所収1980)参 照。
U2)阿 部武司氏 は,埼 玉県が全国有数の 「産地綿布」生産県であ った ことを統計的に明らかにして
いる(阿 部武司 『日本 における産地綿織物業の展開』 東大出版198923～25頁)。
U3)埼 玉県行政文書 大1155埼 玉県立文書館蔵。
Gの 日本繊維協議会編 『日本繊維産業史 各論編』1958711頁 参照。
U5)野 田豊 『脛濟團J日 本評論社192759頁 参照。
(47)戦 間期における地域商工団体の構成と機能に関する若干の検討47
後に起 きた1920年 反動恐慌 による織物相場大暴落のため,織 物同業組合連合会 は金融緩和,織
物消費税課税標準引 き下げ,営 業税 ・所得税軽減 を求めて傘下の同業組合 とともに奔走するこ
とになる。いずれにせ よ,業 種別組織であったため,縦 方向への組織化は進展するが,営 業税
問題等を除けば地域のさまざまな商工業者 を巻 き込む主体には成 り得なかった。さらに同業組
合の場合は営利活動が禁止されていたため,不 況 を乗 り切るための共同事業や金融事業は組織
としては不可能であった。1925年 重要輸出品工業組合法が公布 され,検 査,統 制事業 とともに
中小工業者の共同事業が可能な工業組合が設立されるようになると,同 業組合の基盤が崩れは
じめた。それに加えて1926年3月 には綿織物 に対する消費税が廃止 されると,検 査時に織物消
`
費税徴収事務 を代行 し補助金を得ていた綿織物同業組合は,重 要な財源を失いその面からも組
o目合




意味で特定業種に限定 された利害を代表するのではな く,地 域 に営業活動基盤 を密着 させた中
小の商工業者の共通的利害 を代表 している といえよう。商業会議所の全国的設立状況は,表2
の とお りである。1890年 商業会議所条例が制定されて以降,短 期間のうちに主要都市に設立 さ
れている。1902年 商業会議所法により会議所費の強制徴収権が確保され,会 議所の財政基盤が
安定化する。1916年 に有権者資格の納税額が引き下げられ有権者が増加 し,・さらに1927年 商工
表2商 業会議所(商 工会議所)数 及び議員選挙有権者数の推移
選 挙 権 者 数
年 会議所数 議員数
選挙権のみ 被選挙権併有 合 計
1891 15 520 10,547 8,271 18,818
1895 41 1,276 14,065 10,226 24,291
1902 54 1,657 25,537 22,432 47,969
1907 55 1,636 26,467 24,662 51,129
1912 60 1,816 19,796 31,249 51,040
1917 59 1,837 29,757 35,942 65,699
1919 60 1,803 34,112 42,238 76,35(
1920 62 1,846 79,632 53,727 133,359
1923 65 1,937 33,595 65,662 99,257
1925 76 2,445 35,625 68,016 103,641
11927 77 2,339 37,125 71,253 115,485
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表31898年 川越町における商工業戸数
業 種 卸 小売 計
織物商 35 25 60
呉服太物商 10 15 25'
洋糸商 5 一 5
糸繭商 39 26 65
足袋商 9 28 37
紳商 3 13 16
洋物商 一 12 12
小間物 ・時計商 19 34 53
薬舗 ・薬種商 2 11 13
穀肥商 60 50 110
茶商 5 19 24
酒 ・醤油商 27 45 72
書籍商 一 16 16
薪炭 ・灯油商 23 46 69
菓子商 50 223 273
煙草商 5 47 .52
金物 ・荒物商 18 53 71
青物 ・魚鳥商 40 110 150
紙商 5 6 11
陶磁器商 5 8 13
下駄商 13 32 45
箪笥商 5 10 15












合 計 428 748 2,654
・川越 商工会議所 『川越 商工会議所五十年誌 』(1952.51～53頁)の 数
値を使用。
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会議所法に伴 う変更で引き下 げられて増加 している。埼玉県の場合,1900年2月 に川越町にお
ける設立が認可されたが,1936年 川口市に,1939年 浦和市に,1940年 熊谷市に商工会議所が設
立 されるまで唯一の組織であった。
川越町に埼玉県初の商業会議所が設立 された要因 として,当 時の川越町が米,綿 織物,茶,
繭,生 糸の集荷率において県内有数の集散地であった ことと同時に,「時勢の進展にお くれまい
`とする商工業者のあせ り」があ り
,町 長 を先頭に町当局者たちが積極的に設立運動 を展開した
口η
ことが指摘 されていx。1883年7月 に日本鉄道の上野一熊谷間が開通して以降,県 内の行政,
経済もその沿線 を中心に進展 した観がある。鉄道不通過の川越町に,「地方的産業ノ発達ヲ計 り
其衰退ヲ防グノ方法 ヲ講ズルノ機関」 として商業会議所設立が推進 されたことは想像 に難 くな
い。1898年 時点での川越町の商工業者数 は表3の とお りであった。総戸数3451戸 中76%が 商業,
14%が 工業であ り,圧 倒的に商業戸数が多かったことが分かる。なかで も繊維産業(織 物,生
糸,繭 取引)に 関わ る卸商や米穀商,菓 子商の数が顕著である。 また小売商中ではこの地域の
特産 となっている菓子を扱 う商人が きわめて多かった ことが分か る。この時期では,卸 商の方
が概 して経営規模が大きく,し たがって外形標準で税額が決定された営業税納税者は,卸 商の
多い業種に多 く見 られる。同時期の商業会議所会員選挙有権者数は,表4の とお りであった。
表4川 越商業会議所会員選挙権被選挙権および会員有権者業種別
(明治33年)『川越商業会議所第一回報告』より作成。
区 分 選挙権のみを有する者 被選挙権有権者 会 員
役 員
業 種 人 % 人 % 人 %
織 物 ・呉 服 ・糸 類 商 51 30.7 26 25.07 23.3㊥
穀 類 ・ 砂 糖 商 22 13.3 15 14.46 20.0
肥 料 ・ 油 類 商 8 4.8 4 3.8 2 6.7㊥,㊥
煙 草 ・ 木 工 類 商 14 8.4 9 8.7 2 6.7㊥
陶器 ・書籍 ・小間物他商 15 9.0 8 7.7 2 6.7㊥
薬 ・ 染 料 商 1 0.6 1 1.0 2 6.7㊥
箪 笥 ・金 属 器具 他 商 14 8.4 10 9.6 3 10.0㊥
青 物 ・魚 鳥 ・麺 類 商 4 2.4 1 1.0 1 3.3
酒 ・味 噌 ・醤 油 商 10 6.0 9 8.7 1 3.3㊥
菓 子 類 商 3 1.8 2 1.9
銀行(カ ッコ内は質商) 12(5) 7.2 10(3) 9.6 2 6.7会頭
そ の 他 共 合 計 166 100.0 104 100.030 100.0副会頭,㊥
・(注)但 し,各 業種 には製造業 者 も含 まれ る。㊥ は常 議員。
・ 『川越市史 第4巻 近代編』409頁 よ り転載。
商工業者2600余 名中のわずか270名 が選挙権を有 しているのみであったから,1割 程度の人々し
か直接の関わ りを持てなかったことになる。会員構成では織物,呉 服,糸 類 といった繊維関係
q7)『 川 越 市 史 第4巻 近 代J1978122～125,399～409頁.参 照 。
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と穀類取扱いの商人層が多 くの座 を占めていた。それ以外ではこの地域の特産品に属す る箪笥
等 の製造販売業者が少し多めの座席 を確保 していたことが分かる。
いっぽう県下全体ではい くつかの町村で商工会が組織 されていた。1890年 代に勧業諸会の延
長線上に商工業著聞で地方商工業の諸問題 について懇談 し,経 験交流を図る場 として結成 され
た ようである。埼玉県当局 も幸手町や浦和町での結成 に対応 して,1895年6月 告示によ り商工
会設置の際の届出を義務づけた。1912年 までに浦和,幸 手,久 喜,熊 谷,深 谷,所 沢等13町 に
商工会の設置 をみた。本格的商工団体 としての商業会議所の法的整備や組織化が進むにつれ,
任意団体である商工会についても商工業者 より準拠法の制定が求め られるようになった。1919
年8月,熊 谷商工会,忍 町商工会,幸 手町商工会,大 宮商工会,所 沢商工会,川 越実業組合の
6団 体 の呼びかけで,埼 玉県下24商 工団体が参加 して第1回 商工団体連合会を開催された。翌
1920年4月 には28商工会が,第2回 商工団体連合会の名で農商務大臣宛 に商工会法人化 に関す
る建議を提出 している。 そこでは 「政府二於テ之等団体 ヲ認メテ法人 トナシ商業会議所 ノ姉妹
機関 トシテ稽々同一 ノ権限ヲ有スベキ法律 ヲ制定セラルル事恰モ同業組合二於ケル準則組合ノ
α⑳
如キモノ トセレン」 ことを希望 していた。 これに呼応 して埼玉県商工課 は,浦 和実業組合,川
口商業組合,大 宮商工会,川 越実業組合,所 沢商工会,熊 谷商工会,岩 槻商工会,幸 手商工会
等県下35商 工団体や各郡長に諮った上で,商 工会法制定に至 る暫定措置 として埼玉県令商工会
規則 を制定 した(1920年 県令第54号)。 この規則による と,商 工業者は町村を地区 として5分 の
1以 上の同意 を得て規約を作 り知事の認可を受 けz商 工会を設置で きる(第3条),業 務 として
は商工業 の弊害矯正,調 査 ・建議 ・答申,産地価格証明,講 習講話会 ・品評会等の開催,店 員 ・職
工等の表彰,紛 議調停等をおこなう(第11条),連 合会を設置できる(第14条),営 利事業 はできず
⑲
(第16条),認 可を受けなければ商工会 という名称を使用できない(第19条)と されていた。確か
に商業会議所 と類似の業務を規定 してお り,「姉妹機関」的ではあるが,構 成員に関する納税額
上の制限はな く下層の商工業者まで網羅しうるものであった。 したがって,商 業会議所が上層
の商工業者の組織であったのに対 し,商 工会 は地区内全階層の商工業者を組織化 しうるという
点で大 きく異なっていた といえる。 しか し商工会の財源 となる会費の徴収については,規 約中
に規定 を設 けることとす るに とどまり(第5条),そ の意味で商工会の組織的強度を高めるもの
ではなかった。
商工会規則の制定によ り,1919年 現在で県内に存在 していた36商 工団体 は次々に改組を進め
ると同時に,新 たに村レベルでの商工会 も結成可能 とな り,1921年23,1926年55,1931年75と
⑫①
急速 に普及 していった。
1922年5月,ζ の規則に従 い埼玉県商工団体連合会 も埼玉県商工会連合会 と名称変更 し,規
約変更を届 け出ている。県の商工会規則に従い連合会 も各商工会 と同様の業務を規定 していた
(18)『 商工会92年 史』 全国商工会連合会197346頁 。
(19)埼 玉 県行政文書 大1156埼 玉県行政文書館蔵。
⑳ 前掲 『商工会92年 史』.74頁 参照。
(51)戦 間期における地域商工団体の構成 と機能に関する若干の検討51
















































が,第6条 において 「商議員会ノ決議 ヲ以テ埼玉県内ノ商業会議所及其他密接ナル関係 ヲ有ス
`ル組合 ヲ客員 トナスコ トヲ得」 として
,当 時唯一の県内商業会議所であり初回よ り重要な役割
を分担 してきた川越商業会議所 を 「客員」 と位置づけ,共 同歩調 をとってゆく団体 として確認
している。主な活動 しては,表5に み られるように埼玉県や中央官庁及び税務署宛の建議,請
願,陳 情等がおこなわれている。表記以外にも営業税,所 得税,営 業収益税等に関する廃止,
課税標準の引き下げ等については毎年の ように決議がなされ,商 業会議所 との連携による運動
展開 もしば しば見 られる。1920年 恐慌 とその後の慢性的不況の下では,中 小商工業者にとって
外形課税標準で経営状況があまり考慮 されることなく課税 される営業税はとくに過酷で,1922
年段階では軍縮問題 とも関連 して営業税廃止 を求める全国的運動が展開されていた。地域経済
振興 との関連では,電 力の安定的供給,鉄 道輸送の増強,道 路整備,実 業学校への県費補助増
額,県 内への中央電話局設置による電話回線接続時間の短縮,電 灯料値下げ問題等がしばしば
取 り上 げられている。商工団体組織に関わる課題 としては,や は り商工会法設定を求める活動
が活発化 している。埼玉県商工会連合会 は,こ の面では全国的にも先進的役割 を担っていたよ
⑫D'うである。
3.川 越商業会議所 の構成 と機能
先に述べたように川越商業会議所は戦闘期の埼玉で唯一の商業会議所であった。しかし全国
的に見れば,1925年 段階で全国76商 業会議所のなかでは商業会議所選挙有権者数が500人 未満と
いう小規模な10会 議所のひとつであった。その意味ではきわめてローカルな商業会議所のタイ
プといえよう。 そのことか ら地域 との密着度がかな り高い と想定され るのであるが,実 際にど
のような役割を担っていたのかここでは検討 してみよう。
1)商業会議所 と商工会の併存
商業会議所創設の背景 については若干触れておいたが,そ の創設以前 に川越町には伝統的な
商工団体があった。幕藩制下で一種の同業者 の仲間組織があ り,同 業者 ごとに 「売買取引其他
但2)藩庁
二向テ相場表 ヲ呈出シ,若 シクハ商業上 ノ下問二答フル」 もの とされていた。明治維新以
⑳
降 もこの組織が存続 したようで,1896年 に営業税法が公布 され国税営業税徴収を円滑に進める
ための組織 として再編され,1898年 新たに 「川越実業組合」 として登場する。その規約では,
⑳ 同上書によると,埼 玉県商工会連合会は,宮 崎,石 川,北 海道等の商工団体 とともに 「商工会
法制定促進運動の中心的役割を果たしていた」 とされている(75頁)。
(22;『川越商業会議所第1回 報告』7頁。








「本組合ハ本町実業者互二気脈 ヲ通ジ,福 利増進 ヲ謀ルヲ以テ目的 トス」(第2条),「 本組合ハ
毎年十二月総行司会 ヲ開キ,其 年内二於ケル各業ノ商況 ヲ審案シテ,営 業税課税標準届出ノ参
⑫の
照 トス」(第9条)と されていた。営業税賦課の具体的手順は,『川越市史 第4巻 近代編』 に
よると,総 行司(1909年 現在で23名,例 えば織物関係,穀 肥商関係,金 物 ・箪笥関係等大 まか
に業種 を12部 に分け,そ れぞれから1名 以上を選定)が 当該年の12月 または翌年1月 に総行司
会 を開催 し,そ こで商業会議所役員より税務署の課税方針が伝達 される→総行司は課税申告を
とりまとめ商業会議所へ提出する→商業会議所で査閲の上川越税務署へ提出する→税務署で受
理 されず差 し戻 しとなった場合,再 び総行司会 を開催 し訂正の上再び同上手順で提出すること
㈲
になっている。なお,総 行司による申告 とりまとめにあたっては,業 種別に組織されている同
業組合,準 則組合等が活用されていたようである。 したがって実業組合は営業税額算定におい
て商業会議所の下部組織 として機能 していた といえよう。
すでに触れたように川越実業組合は埼玉県内の商工会組織化,商 工会規則制定に積極的役割
を果た してお り,1921年10月 には商工会規則に基づき 「川越商工会」に改組 される。本来,商
工業の発達が十分ではな く商業会議所を設立できないような町村に商工会が設置されるにもか
⑳
かわらず,商 業会議所 と商工会が併存するという点で まさに 「地域商工団体史上特異な例」で
あった といえよう。 このような特例を埼玉県が認可したのは,営 業税徴収にきわめて有効に機







域で も表6に 見 られるように繊維産業や木製品工業等の発展が顕著である。川越町の人口も,
商業会議所が設立 された1900年 には25,305人,1912年 には26,809人,市 制に移行 した1922年 に
⑳
は26,695人 とさほど大きな増加 は見 られなかったが,1930年 には34,205人 となってお り,戦 時
体制 に移行する以前では工業生産価額の推移 と同様に1920年 代の伸びが顕著であった。1920年
から1930年 にかけての産業別人 口(国 勢調査)を 見ると,人 口総体の伸び率 に比べ工業人口の
伸びは停滞的で,商 業人口の伸 びはそれを上回っている。1930年 における工業人口の内訳 を見
⑳ 前掲 『川越市史 第4巻 近代編』428～429頁 。
(25)同 上431～433頁 。
㈱ 前掲 『商工会92年 史』57頁 。
⑳ 国や県は,商 工業者が反営業税運動 を展開することについて,「商工業機関ノ性質二背 キ政治運
動 ノ渦中二投」ず るもの(埼 玉県行政文書 明3614埼 玉県行政文書館蔵)と して郡長等に警告
を与えてお り,商 業会議所構成員に対 して一定の圧力が加わ っていたと思われる。
㈱ 「川越商工経済史年表」(『川越商工会議所75年 誌』所収)参 照。
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表6工 業生産価額(5年 平均)
年 代 生 糸 綿 糸 織 物 木 工 品 金 属
大正4～8年 699,717円 一 円 389,884円 312,75(円 257,036円
9～13年 2,330,0141,476,6822,144,379 812,728 333,579
14～ 昭和4年 1,613,3371,381,8661,39P,0541,260,354 127,105
昭和5～9年 1,142,4111,739,882 767,8221,009,741 114,523
10～14年 1,187,0513,758,931 924,610 655,763 830,376
15～18年 1,283,1942,026,9001,027,6681,009,5672,494,730
































(注)原 則的には5年 平均を算出したが,統 計数値が抜けている年次があった場合にはその年を除いて平均を出した。
工業生産価額(比 率)
年 代 生糸 綿糸 織物 木工品 金属 小麦粉 和酒 その他 計
大正4～8年 31.5 一 17.5 14.1 11.6 一 10.6 14.7100.0
9～13年 25.1 15.9 23.1 8.8 3.6 10.7 9.7 3.0 100.0
14～ 昭和4年 15.8 13.5 13.7 12.3 1.2 122 7.8 23.5100.0
昭和5～9年 16.7 25.5 11.2 14.8 1.7 13.4 4.7 11.9100.0
10～14年 9.9 31.6 7.8 5.5 6.9 18.4 2.6 17.3100.0
15～18年 7.1 11.2 5.7 5.6 13.8 20.9 2.2 33.6100.0
・ 『川越 市史 第4巻 近代編」540頁 よ り転載 。
ると,や は り紡織部門が もっ と・も多いが,男 性の就業者数ではそれに次いで木竹草蔓に関す る
製造業従事者が多い。この時期における箪笥製造,杷 柳細工の発展 を裏付けているといえよう。
工業生産 の拡大については,生 糸生産価額の増加は入間郡,川 越市 を中心に大規模工場の展開
を遂げた石川組に負うところ大である。綿糸生産価額の増加 は1920年 創立,1923年 創業の大興
紡績(の ち日清紡績川越工場 となる)一 社に負っている。そうなると戦間期において地場産業
として成長 した分野 は織物業 と木製品工業が中心 と考えられる。
まず織物業 について工場数の推移 を見ると,1912年 以前 に4工 場が設立され,1913～1926年
㈲
に20,1927～1937年 に12工 場 が設立 され,1937年 現在 で22工 場 が残存 していた。
(29)前 掲 『川越市史 第4巻 近代編』542頁 「表3年 代別工場創業数(川 越町)」 参照。なお,
使用資料が1915年 度以降の ものなのでそれ以前に没落 した工場が含 まれてないという制約が ある。




また,『織物統計表』(埼 玉県)に よると,1928年 川越市域の綿織物の機場数は26,力 織機760
台,手 織機8台,職 工397名(う ち女工334名)で あった。したがって生産手段はほぼ力織機 と
な り,1機 場あた り職工数 も15名 となってお り,小 規模 なが ら工場形態に移行 しているといえ
よう。いっぽう絹及び絹綿交織物の機場数は6,力 織機0,手 織機21,職 工数47(す べて女工)
であり,こ ちらは小営業 もしくは家内工業の域 を脱 してない。明治末,川 越町を含 む入間郡の
織物業がほとんど手織機による生産であ り,出 機経営 に依存 した問屋制家内工業 を主流 として
いた ことや,こ の地域における力織機の普及が1910年 代後半であった ことを勘案すると,1910
年代後半か ら1930年 代.にかけて綿織物業において在来産業から中小工業への展開が進行してい
た といえよう。 しか しそれ以降は,不 況 と戦時経済体制の進行により織物業の発展は抑制され
てゆく。
つぎに木製品工業 について工場 数 の推 移 を見 る と,1912年 以前 に9工 場が設立 され,
⑳
1913～1926年 で12,1927～1937年 で4工 場が設立され,1937年 現在で20工 場が残存 していた。
平均での生産価額の ピークは1920年 代後半であるが,こ の分野の主流 をなす箪笥工業では,元
来親方による徒弟制的生産形態が引き継がれてきたようで,ほ とんどの経営が きわめて小規模
なものにとどまっていたようである。ただしこの時期 に比較的多 くの工場が出現しており,お
そらく電動機の普及が若干の規模拡大 を可能 にしたのであろう。1932,3年 頃330人 の親方に対
し600人 の職人がいたようであるが,桐 材を用いた高級品は他地域のよ り安価な製品に市場を奪
麗}
われ,生 産は後退 してゆ く。
このような地場産業の発展につれて,商 業会議所議員の選挙 に関わ る有権者 も増加 している。
図1に よると,1920年 頃から30年 の間に商業会議所議員選挙有権者数 はおよそ2倍 になってい
る。選挙資格 に関わ る納税額が相対的に低かった こともあろうが,こ の時期の経済的発展の結
果 と見なしてもよいだろう。1925年 段階の主な業種別 ・納税額別の商工業者数 をまとめたもの
が表7で ある。納税額20円 以上が有権者に該当するが,納 税者総数2872人 中の360人 に過 ぎず
(12.5%),有 権者が増えてきた とはいえやはり上層の商工業者の組織であった。その構成 を見
る と銀行業,鉄 道業,電 灯電力業,紡 績業,製 粉業等の経営者である少数の有力者 と,織 物業,
穀肥商,酒 類販売業,菓 子製造販売業,箪 笥製造販売業 といった地場産業に従事 している商工
業者より構成 されている。構成比 という点では後者の方が圧倒的に高い上に,10円 以上,10円
未満の納税階層に多 くの同業者がお り,彼 らの発言力がきわめて強い と想定 しうる。
ところで,1927年4月 には商工会議所法が制定 され,表2で 見たように会議所設立が促進さ
れる。同法は,工 業の発達を踏 まえ名称 を変更 した こと(第1条),商 工業発達状況により町ま
で設立地区を拡大 したこと(第3条),法 人役員の選挙権 をなくす一方で議員選挙資格 を得る納
税額引 き下 げや地区内重要業種別の代表議員(2号 議員)制 度を設け,地 域商工団体 としての
(30>同 上560頁 「表6綿 織物」,「表7絹 織物及 び絹綿交織物」参照。
(3D注29に 同じ。
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所得税 ・営業税20円以上 全納税額10円以上 全納税額10円未満
人 数 納税額計 人数 納税額計 人数 納税額計
円 円 円
総計(含 その他) 360 60,882 576 7,944 1,936 10,36c
比率(%) 12.5 76.9 20.1 10.0 67.4 13.1
銀行業 7 14,09f 『 一 一 一
鉄道業 2 6,077 一 一 一 『
電灯電力業 1 5,537 一 } 一 一
織物業 47 5,35f 22 315 28 179
穀類商 38 3,396 42 551 41 284
酒製造 ・販売業 17 4,472 31 348 33 163
紡績業 1 2,250 一 一 一 一
肥料商 22 1,974 4 54 5 32
製粉業 1 1,529 一 一 『 一
糸類商 ・撚糸業 12 1,403 18 264 77 418
荒物商 11 914 9 128 44 255
材木商 9 795 3 45 4 24
箪笥 ・箱類製造 ・販売業 12 856 41 435 263 1,208
土建請負業 8 706 5 78 27 185
菓子製造販売業 16 691 40 502 352 1,500
・箪笥 ・箱類製造 ・販売業 には建具製 造 ・販売
,柳 ・竹 細工製造 ・販 売 を含 む。
・川越商 業会議所 「川南第166号 」(1925年12月28日)の 数値 による。
・ 「川越 市史 第4巻 近代編 』450～454頁 掲載 表 よ り作成。
(57)戦 問期における地域商工団体の構成 と機能に関する若干の検討57
性格を強化 した こと(第12,14条),連 合会組織(日 本商工会議所)を 法認 したこと(第53条)
偽1
等 を新たな特徴 としていた。川越市においても1928年3月 に商工会議所 と改称 し,12月 には定
『
款が認可 されている。新法 に基づ く商工会議所議員選挙有権者構成は表8の とおりであった。
表81928年 川越商工会議所納税額別議員選挙有権者構成(1928年1月)
1000円 以上500円 以上 100円 以上 50円 以上 20円 以上 計
銀行業 6(2) 4(2) 5(1) 1 16(5)
鉄道業 1 1(1) 2(1)
電灯電力業 1 1
倉庫業 2 5(2) 2 1 10(2)
織物業 9(1) 16 55(1) 80(2)
酒類醸造 ・販売業 2(2) 3 6 12・(1) 23(3)
穀肥商 4(1) 10 39(1) 53(2)
製粉業 3(1) 1 2 6(1)
糸類商 2(2) 1(1) 5 8(3)
荒物 ・陶器類商 4(1) 6 33 43(1)
材木商 2 5 10 17
箪笥製造販売業 2(1) 4 8 14(1)
土建業 1 10 11
菓子製造販売業 1 7 30 38
小間物 ・雑貨商 2 13 25 40
食品製造販売業 3 5(2) 9(1) 24 41(3)
金融業 3(3) 3 6(3)
運送業 2(1) 6 8(1)
飲食業 5 5
宿泊業 2 2 4
その他 1 5(2) 7(1) 14(1) 27(4)
合 計 15(3) 11(6) 52(16) 92(3) 283(4) 453(32)
・括弧内は法人選挙権者数で内数。
・埼玉県行政文書 昭2137(埼玉県行政文書館蔵)よ り算出。
個人421名,法 人32名 と有権者数 は増加 し,個 々の税額(営 業収益税 または所得税)の 開きは大
きいものの20円 台が62%と 圧倒的な比重を占めていた。業種 としては織物業,米 穀 ・肥料商,
荒物 ・陶器類商,食 品製造販売業,小 間物 ・雑貨商,菓 子製造販売業,酒 類醸造 ・販売業等の
営業者が多かったことが分かる。税額1000円 以上の者 は,法 人選挙権者である川越市域の有力
(33)『 第52帝 国議会衆議院議事速記録』1927660～666頁 参照。
58『 明大商学論叢j第82巻 第3号(58)
企業 の役員を兼ねている場合が多い。具体的には,渡 辺吉右衛門(川 越渡辺銀行),綾 部利右衛
門 ・山崎嘉七 ・横川重次(第 八十五銀行),岡 常吉 ・木下藤次郎 ・竹内栄吉(株 式会社芳湶舎,
清涼飲料水製造),綾 部恒之助(麻 利株式会社,肥 料石油販売業),原 田要吉 ・松本真平(武 蔵
製粉株式会社,製 粉業)が 該当する。彼 らの多 くはそれぞれ事業を営む一方で上記企業の取締
o⑪
役に就任 してお り,納 税額 を見 るかぎり営業収益税 より所得税の方が断然多 くなっている。ま
た,商 工会議所の執行機関を構成する正副会頭,常 議員にはこの階層から数名が選ばれていた。
ちなみに綾部利右衛門は1903～1932年 の長 きにわたって会頭職 にあり,1917～23年 の町制か ら
市制への移行期の町長,初 代市長 も兼務 していた。
いっぽう「2号 議員」については,当初織物業 と箪笥製造業のみを「重要商工業」として2名 の
みを予定 したようであるが,結 局1.織 物製造 ・買い継 ぎ・販売業,2.箪 笥製造業,3.銀 行業,4.酒
造業 ・酒類販売業,5.菓 子製造業 ・販売業,6.米 穀業の6業 種 とした。議員選定は,1.に ついては
埼玉織物同業組合 と川越呉服商組合,2.に ついては川越箪笥同業組合,3.に ついては川越銀行団,
4.に ついては川越酒類商組合,5.に ついては川越菓子商組合,6.に ついては川越市精米麦商組合
⑬駐
と川越米穀問屋組合がお こなうこととされた(川 越商工会議所定款第24条)。 その結果,織 物
関係業者73名,箪 笥業26名,銀 行業3行,酒 類商51名,菓 子商74名,米 穀関係業者82名 のなか
から1名 ずつが選定 されることとなった。
商業会議所の活動 としては,地 域的利害を とりまとめ,地 域の産業発展 を目指 し産業基盤の
整備や彼 らの利害 に直結 していた税制等について発言することがきわめて重要であった。そこ
で,ど のような建議や陳情がなされてきたのかを概観すると,表9の とお りであった。明治期
には鉄道の敷設,電 話開設等の運輸 ・通信に関するものが何度が提出されているほか,工 業学
校 の設立,織 物市場,繭 糸市場の開設等の建議や陳情 がおこなわれ,1904年 には川越電話所設
立 による長距離電話 の開始,1906年 には川越電気鉄道の川越一大宮間開通,1908年 には川越染
織学校開校,1910年 には川越織物市場の開設,川 越繭糸市場 の開設,1914年 には東上鉄道の池
袋一川越 間開通等の成果を上 げてきた。第1次 大戦期 には染織学校への入学者が減少したため
県に学校廃止の動 きがあ り,そ の撤回を求める意見書を提出した り,甘 藷取締規則の緩和を求
める陳情 や,電 話線増設を求めた陳情等がおこなわれている。染織学校問題 は,県 立工業試験
場設置問題が浮上 し,結 局1922年 に学校 と試験場 を併設するという商業会議所 の希望 に添って
決着 している。1920年 代前半では戦後反動恐慌の影響 を受 けて営業税問題が再燃 し,他 の商業
会議所や新たに結成 された県内の商工会連合会 とともに営業税廃止 に奔走 したようである。 こ
の点については1924年 に課税標準の1つ であった建物賃貸価格を課税標準から削除するという
成果 をもたらし,さ らには営業純益をもって課税標準 とする営業収益税(1926年 公布)へ と転
換 されてゆ く。 また地場産業の販路拡大のため活発な宣伝 をおこない支援 に乗 り出している。
1922年 以降,川 越商工会 と共催で箪笥品評会 を開催した り,廉 売会 を開催 しているほか,他 県
(鋤 埼玉県行政文書 昭2137埼 玉県行政文書館蔵 参照。
(35埼 玉県行政文書 昭2265同 上 参照。
(59)戦 闘期における地域商工団体の構成 と機能に関する若干の検討59






























・ 『川越商工会 議所五十年誌』 等参照。
⑬励
の商品陳列所等 を活用 した埼玉県産品の陳列会,宣 伝会等の開催 にも寄与 した ようである。
小括
明治期において 「ブルジ ョアジーの代表的結集体」あるいは商工業資本家団体 として組織 さ
れ発展 してきた商業会議所 は,大 資本家層が第1次 大戦期を契機 として日本工業倶楽部や 日本
経済連盟会 を結成 し,独 自の利害を追求する機関を確保することにより,中 小商工業者の地域
的結集体 としての性格を強めていった。 この点は営業税全廃運動の推進に象徴的であ り,よ り
下層の商工業者の包摂 という構成員の変化により助長 されていった。 とくに商工会議所法の下
では,会 議所議員選挙権者の階層が下層に広がると同時に法人役員が除外 され,さ らにその地
(36『 川越商工会議所75年 誌』参照。
60『 明大商学論叢』第82巻 第3号(60)
域 における重要商工業種 の代表を取 り込 む、という形で,い っそう鮮明になった といえる。その
場合,商 工会議所が,従 来存在 していた業種別の組合や,こ の時期 に新たに組織化が始まる工
業組合や商業組合 との連繋を強める形で地域の商工業を包摂 してい くことに注目す る必要があ
ろう。・
業種別組織 は産業横断的,地 域的組織である商業会議所(商 工会議所)に 発言の場 を確保す
ることによ り,自 らの利害関係を地域的利害 に昇華させる手段を持ち うることになるだろう。
川越商業会議所の事例に見 られるように,き わめて小規模な地域的商工団体 といえども,そ の
中核的構成員はその地域 における上層の商工業者である。 しか し彼 らがその地域に経営的基盤
を持っている以上,そ の地域における産業全体の発展に配慮する必要があり,不 況下での税制
問題はそのような意味で も重要課題であったといえよう。川越商業会議所の場合,全 商工業者
を組織化の対象 とした傘下の商工会 と連繋 しながら対処 していった。ただし税制問題 は地域的
な ものでな く全国的なものであ り,川 越で見 られる運輸 ・通信面 に関す る建議や学校,試 験場
に関する建議,開 申に対 する取 り組み方について,ど のような議論 を経てまとまっていったの
かを検討 してお く必要があ り,本 稿では残された課題 となっている。
ところで,小 稿 は地域商工団体が,当 該地域 におけるまちづ くりや産業的停滞の克服 にどの
ような対応力を持ちうるのか,と いうことをモチーフとしていた。別言すれば,地 域商工団体
が地域振興のビジ ョン策定 と具体化 にどのように貢献 しうるのか,と いうことである。現実的
には,地 域の商工業者全体 を方向づ けうる組織化を達成 していることや,行 政を動かしうる影
響力 を持っていることが重要である。川越商業会議所の場合,前 者 については,業 種別の同業
者組織を構成員 とする商工会 と連携 を保 つことによりある程度成功 していた と思われる。後者
については,会 頭の綾部利右衛門の町長,市 長兼職(1917～23年),常 議員の山崎覚太郎,山 崎
嘉七の助役兼職(1913～21年),市 議席約3分 の1の 商業(商 工)会 議所議員による占有(1923～30
年)等 を勘案すると,か な りの影響力を持っていたと思われる。 しか し,小 稿では地域振興に
関するビジ ョン策定の実態や行政を動か しうる商工団体の結束力,各 議員の政治的立場等に関
する検討 は果たされていない。 したがって,こ れらの検討 は別の機会におこないたい。
